



























































































































































































































































































































































































































































三　　和 東　　海 東洋信託 3行合算






























































株式利益（△は損失） 1，153 530 239 122 310 △561 1，703 91


















































































































































































貸　　出　金　　（含　む　手　数　料） 675，006 739，076 △64，070 1，476，209
預　　　　　　　　け　　　　　　　金 96，233 112，924 △16，691 236，626
投　　資　　有　　　価　　証　　　券 207，379 191，222 16，157 368，681
ト　レ　ー　デ　ィ　ン　グ　資　産 7，844 11，517 △　3，673 16，954
コールローン等及び債権貸借取引差入担保金 102，160 57β37 44，823 184，504
受　　　取　　　利　　　息　　　合　　　計 1，088，622 1．112ρ76 △23，454 2，282，974
支払利息：
預　　　　　　　　　　　　　　　　金 296，623 360，585 △63，962 774，512
債　　　　　　　　　　　　　　　　券 11，834 18，164 △　6，330 32，285
コールマネー等及び債券貸借取引受入担保金 116，534 68，891 47，643 260，685
信託勘定借，その他短期借入金及びトレーディング負債 25，963 53，193 △27，230 65，055
長　　　　　期　　　　　債　　　　　務 96，563 88，331 8，232 178，081
支　　　払　　　利　　　息　　　合　　　計 547，517 589，164 △41，647 1，310，618
正　　　味　　　受　　　取　　　利　　　息 541，105 522，912 18，193 972，356
貸　　倒　　引　　当　　金　　繰　　入　　額 309，425 314，169 △　4，744 797ρ81
貸倒引当金繰入後正味受取利息 231，680 208，743 22，937 175275
非金利収益：
受　　　入　　　手　　　数　　　料 245，079 197，051 48，028 459，403
外　　国　　為　　替　　売　　買　　益 62，543 一 62，543 一
ト　レ　ー　デ　ィ　ン　グ　勘　定　収　益 106，129 59，272 46，857 229，508
投　資　有　価　証　券　勘　定　収　益 『 193，953 △193，953 232，502
そ　　の　　他　　非　　金　　利　　収　　益 28，909 35，140 △　6，231 38，646
非　　金　　利　　収　　益　　合　　　計 442，660 485，416 △42，756 960，059
非金利費用：
給　与　及　び　福　利　厚　生　費 228，455 216，075 12，380 403，739
店　　舗　　　関　　係　　　費　　用 67，391 65，341 2，050 137，373
外　　国　　為　　替　　売　　買　　損 一 19，312 △19，312 104，617
投　資　有　価　証　券　勘　定　損　失 92，882 『 92β82 一
そ　の　他　所　有　不　動　産　損　失 2，122 14，798 △12，676 16，434
そ　　の　　他　　非　　金　　利　　費　　用 292，633 234，227 58，406 465，347
非　　金　　利　　費　　用　　合　　計 683，483 549，753 133，730 1，127，510
税金等調整前中間（当期）純利益 △　9，143 144，406 △153，549 7β24
法　　　　　人　　　　　税　　　　　等 △　1，480 79，125 △80，605 64，373
財務会計基準書第133号適用に伴うe響額調整前中間（当期）純利益 △　7，663 65，281 △72，944 △56，549
財務会計基準書第133号適用に伴う影響額 5，867 一 5，867 一
中　　間　　（当　　期）　　純　　利　　益 △　1，796 65，281 △67ρ77 △56，549
優先株式配当控除後中間（当期）純利益 △　5，964 61，113 △67，077 △64，885
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の失敗による無駄が生ずることと同じであり，それらの発生は売上高の減少となって売上総利益
に反映しているのである。），この額を控除しない業務粗利益は，売上総利益とは異なったものと
いわざるをえないのである。」と述べている。
　周知のようにわが国，原価計算基準は「27仕損および減損の処理」の項を設け次のように述
べている。「総合原価計算においては，仕損の費用は，原則として，特別に仕損費の費目を設け
ることをしないで，これをその期の完成品と期末仕掛品とに負担させる。加工中に蒸発，粉散，
ガス化，煙化等によって生ずる材料の減損の処理は，仕損に準ずる」と。
　仕損品は経常的に発生するものであれば，製品原価を構成するものとみなす，という会計上の
前提に基づいて処理される。それは原価を構成せしめるのであって，売上高の減少させるもので
はない。勿論非経常的仕損品は営業外費用又は特別損失として処理されなければならない。
　むしろ売上高の減少として処理されるものに，売上戻り，同値引きがある。これこそまさにフ
ローとして，売上高から差引かれてよい項目である。しかし，貸倒引当金繰入額はこれまでの貸
出金に対する，次期以後に発生すると見られる貸倒予想額を見積もり計上するものであり，仕損
品とは異なる範躊に属するものである。勿論売上値引き・戻りの範疇に属するものでもなく，ま
さに，「引当金」なのである。
6．貸倒危険は銀行だけでない
　（1）一般事業会社の収益の認識基準についての「銀行等側」の誤謬，あるいは故意の歪曲
　銀行側の「奇妙な」論理はさらに続いている。「銀行等側」は地裁提出の第3準備書面におい
て銀行と「一般事業会社」の収益実現過程における差異を強調している。すなわちこの書面は
「銀行業の貸出業務においては「非貨幣性資産』が介在することがあり得ず，一般事業会社のよ
うに商品を引き渡し，その対価として現金または現金同等物を受け取った時点で収益を計上する
という経過を辿ることはない。」（同12頁）（6）と述べる。これは完全に間違った認識である。
　ここに「銀行側」の恐るべき無知が暴露されている。「一般事業会社」が「商品を引き渡し，
その対価として現金または現金同等物を受け取った時点で収益を計上するという経過を辿る」と
述べるが，この収益の認識基準は現金主義であり，会計原則の発生主義会計とは全く別のもので
あることは，簿記・会計を学ぶ初心者でも知るところである。
　（2）あらためて紹介するまでもないと思われるが，企業会計は収益の認識基準として，発生主
義会計を収益に限定的に適用した実現主義の原則をもっている。実現主義とは，財貨や役務（サー
ビス）を取引先に販売し，現金，受取手形，売掛金などのかたちで対価が確定することをもって
（6）　ちなみに現金同等物とは「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準（平成10年3月13日　企業
　　会計審議会）」によれば「容易に換金可能であり，かつ，価格の変動について僅少なリスクしか負わな
　　い短期投資をいう」とし，同注解2「現金同等物について』においては「現金同等物には，例えば，取
　　得日から満期日なたは償還日までの期間が3か月以内の短期投資である定期預金，譲渡性預金，コマー
　　シャル・ペーパー，売戻し条件付現先，公社債投資信託がふくまれる。」としている。
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記録・計算を行なうことをいう。「一般事業会社」において，製造業，卸売業のほとんどの収益
は売上債権の形態をとっており，現金及び現金同等物の形態をとってはいない。「現金または現
金同等物を受け取った時点で収益を計上する」のは現金主義に基づく認識基準である。現行のわ
が国会計基準ではごく例外的に適用されているに過ぎない。「一般事業会社」にとっても売上債
権の回収はきわめて重要な財務上の課題であり，「一般事業会社」は信用ある取引先の選択をな
して販売を行なってはいるが，それでも，何％かの貸倒れを予想して販売がなされていることは，
誰しも知るところである。
　収益の認識について，「銀行等側」は一般事業会社の資金循環過程を全く牧歌的に描いている。
準備書面は，一般事業会社が商品を販売すれば直ちに現金又は現金同等物が受け取れるもの，と
しているが，百貨店やスーパーマーケットなどは別として，製造業の販売は，ほぼ確実に受取手
形，売掛金という売上債権のかたちで実現する。卸売業のほとんども同様であり，小売業におい
てもカードによる販売が浸透している。したがって，売上債権回収の延滞，貸倒れは常態化して
いるのである。こうした「一般事業会社」の貸倒引当金繰入額も銀行側の論法をもってすれば，
売上高から直接差引かなければならないはずであるが，勿論そうした処理はなされていない。
む　す　び
1　銀行等側は「地裁」に提出した原告第3準備書面において「同じ損益計算書でありながら，
一方，一般事業会社の損益計算書には『売上総利益』の勘定科目が存在するが，他方，銀行
業の損益計算書には『売上総利益』は勿論のこと，被告らが『売上総利益』に相当するとし
た『業務粗利益』の項目も存在しないのである」（同6頁）と述べるが，これは全くの誤り
である。
　株式会社の全てに適用される「商法施行規則」に基づく損益計算には売上総利益という表
示項目（「勘定科目」）はない。銀行業等については銀行等特例法19条に基づき作成及び提
　出される貸借対照表，損益計算書等の財務諸表は，商法第281条1項の計算書類に代置する
　ものとされるが，この損益計算書においては同様に売上総利益に当たる業務粗利益をもたな
　い。
　売上総利益を法定表示項目としているのは，上場会社等，ごく少数の証券取引法行法適用
会社に過ぎない。「銀行等側」はこの限られた範囲にしか適用されない証取法「財務諸表規
則」に基づく損益計算書に売上総利益の表示があるからといって，すべての「一般事業会社」
の表示項目にあるがごとく述べるのは完全な誤りである。誤った前提に基づいて，その後の
論理が展開され，幾人かの「銀行等側」鑑定人の意見が述べているのは遺憾である。
2　銀行業等において業務粗利益は，「一般事業会社」の売上総利益と同じく，きわめて重要
　な概念であることは，銀行協会自らが強調しているところである。また，主力銀行において
　も事業報告書において業務粗利益及び業務粗利益率を開示している。また金融庁の定める事
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　　務ガイドラインにおける決算情報は業務粗利益の計算・表示を求めている。
　3　課税対象額の客観性と継続性及び安定性を維持するためには貸倒引当金という未必の費用・
　　損失を課税標準額に含むべきでない。
　4　結論として本件条例が，「業務粗利益」を課税標準としたことは，企業の総額としての収
　　益力即ち企業の収益力のボリュウムをしめすばかりでなく，客観的かつ安定性があり，妥当
　　な方法である。
　5　この課税方法を否認する「銀行等側」代理人や鑑定人たちの判断や意見は会計実務・制度
　　への理解が不十分で，妥当性を欠き，主観的かつ恣意的であり，地裁判決が十分な理解もな
　　いままに，これらの主張を受け入れたことは首肯し難い。
　以上述べたように業務粗利益は「一般事業会社」の売上総利益に相等する概念であり，また外
形標準課税の課税対象としては，妥当性と合理性をもつものである。
　地裁判決と，これを導き出すに役立った銀行側の準備書面及び銀行側鑑定人の意見は会計に関
する原則，規則等に対する無知，誤解，曲解が多々みられる。来るべき第2審判決がどのような
結果になるかは注目されるところである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2002年12月24日）
〔追記〕
　この裁判の東京高等裁判所の判決が2003年1月30日になされた。それは「銀行税の導入自体は合法だが
負担が過重で都条例は無効」（「日本経済新聞」2003年2月4日夕刊）というようなものであった。以下判
決要旨から本論文に関連する部分を紹介しておく。
　ウ　業務粗利益を課税標準としたことについて〔51頁～〕
　本件条例が課税標準として採用した「業務粗利益」については，一審被告東京都が，一般事業会社の「売
上総利益」との対比から，銀行業等に対する外形標準課税の課税標準として最適であると判断した点や，銀
行業等の課税標準において貸倒損失，信用リスク・プレミアムを考慮する方法について，なお検討を加える
必要があり，「最適の」課税標準とは考えられない。
　しかし一方，銀行業における「業務粗利益」は，当初，業法上の規制，監督上の必要から導入されたもの
であるが，その後の法規の改正等により，銀行業の経営状況等の情報を対外的に提供する機能を付与され，
ディスクロージャー誌など銀行業界から対外的な情報発信において，「業務粗利益」が銀行業の基本的業務
の収益ないし粗利益を示すとしたり，一般事業会社の「売上総利益」に相当するものとして，一般的，日常
的に用いられていることから見て，「業務粗利益」から銀行業の収益や業務の活動量を測定することも，許
容されるアプローチの一方法である。そして，地方税法72条の19は，「等」という地方公共団体に一定の
裁量を認めた表現であることも考えれば，事業税の課税の局面において，その課税客体である事業としての
銀行業等の規模・活動量を測定するものとして，「業務粗利益」を課税標準として採用した一審被告東京都
の裁量判断が，合理性を欠くものとは断定できない。
　工　結論〔58頁～〕
　以上のとおり，本件条例制定に当たっての一審被告東京都の裁量判断は，いずれも地方税法72条の19に
おいて許容される範囲内のものであると認められるので，本件条例は同条に違反しない。（東京都外形標準
課税条例無効確認等請求控訴事件，東京高等裁判所判決要旨9頁）
